別記様式第７号(第15条関係)

一般廃棄物収集運搬業許可申請書

令和　　年　　月　　日
　　深川市長　　様

申請者	住所

	氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
	          (法人にあっては名称及び代表者の氏名)
	電話番号


深川市廃棄物の処理及び清掃に関する条例施行規則１５条第1項の規定により、一般廃棄物収集運搬業の許可を受けたいので、関係書類及び図面を添えて申請します。
	事業の範囲
	

	事務所及び事業場の所在地
	

	事業の用に供する施設の種類及び数量
	

	積替又は保管を行う場合には、その場所の面積及び保管できる量
	


添付書類及び図面
1　事業計画の概要を記載した書類
2　事業の用に供する施設の構造を明らかにする図面及び当該施設の付近の見取図
3　申請者が法人である場合には、登記簿の謄本
4　申請者が個人である場合には、その住民票の写し
5　申請者が廃棄物の処理及び清掃に関する法律第7条第5項第4号イからヌまでに該当しない旨を記載した書類
6　申請者が法人である場合には、直前3年の各事業年度における法人税、消費税及び地方消費税、法人道民税、法人事業税、法人の深川市税（深川市に納税義務がある場合に限る。又、同意書を提出する場合は不要。）の納付すべき額及び納付済額を証する書類
7　申請者が個人である場合には、直前3年の所得税額の納付すべき額及び納付済を証する書類
8　その他市長が必要と認める書類及び図面

（別紙：一般廃棄物の積替え保管施設）
一般廃棄物の積替え保管施設
	積替え保管を行う一般廃棄物の種類
	

	施設の所在地
	

	積替え保管施設の管理責任者氏名
	

	施設を設置する必要性及びその理由
	

	積替え保管場所及び容器の構造
	

	保管場所の面積
	

	保管上限及び高さ
	※屋外において容器を用いずに保管する場合

	積替え保管の方法
（使用機材・作業内容等）
	

	飛散、流出、地下浸透、悪臭飛散、害虫発生等の防止の為の措置
	

	周囲の囲いの設置方法
	

	積替え保管場所であることの表示方法
（サイズ・材質等）
	


	積替え後の運搬先（予定）
	



（その他必要添付書類）
・積替え保管施設所在地の図面
・積替え保管施設の図面
・積替え保管施設の写真（表示板の写っているもの）
・積替え保管施設表示板の写真

（別紙１－ａ）
	収集運搬


一般廃棄物処理業許可　申請者概要
	申請者名
（法人にあっては、名称及び代表者名） 
	
	代表者名
	

	申請者所在地
	〒　　　－　　　　
　

電　話：（　　　　）　　－
　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ：（　　　　）　　－ 



	従業員数（うち申請の業に係わる人数） 
	人（　　　人） 



	事業の用に供する収集運搬車両 
	台数
	台

	
	最大積載量の合計 
	ｔ



	積替及び保管を行う施設 
	いずれかに○
有 ・ 無
	所在地
	

	
	
	保管量
	ｔ・ｍ３・台・（　　） 



他の市町村の一般廃棄物処理業許可の状況（予定も含む）
	業の種類
	市町村名
	有効期限
	許可された廃棄物の種類

	収運・処分
	
	令和　　年　　月　　日まで
	

	収運・処分
	
	令和　　年　　月　　日まで
	

	収運・処分
	
	令和　　年　　月　　日まで
	

	収運・処分
	
	令和　　年　　月　　日まで
	

	収運・処分
	
	令和　　年　　月　　日まで
	



許可業者として市民周知しますので、下記の項目について両方又はいずれかに○を記入してください。
家庭系一般廃棄物収集業者　・　事業系一般廃棄物収集業者

	備考
	

	
	

	
	


（別紙２－ａ）
	収集運搬


一般廃棄物処理業　事業計画
１．事業の全体計画
	



２．収集運搬する一般廃棄物の種類及び運搬量など
	
	一般廃棄物の種類
	運搬量
	運搬経路（名称及び所在地）
	運搬期間

	
	
	
	排出場所
	運搬先（処理先）
	

	１
	
	t/日
	
	
	

	２
	
	t/日
	
	
	

	３
	
	t/日
	
	
	

	４
	
	t/日
	
	
	

	５
	
	t/日
	
	
	

	６
	
	t/日
	
	
	

	７
	
	t/日
	
	
	


※取り扱う一般廃棄物の種類毎に記載すること。 
（別紙３）
	収集運搬


収集運搬車両総括表
	用途
	種類
	台数
	積載量（Kg)
	備考

	収集車両
（委託）
	パッカー車
	
	
	

	
	平ボディ車
	
	
	

	
	ダンプ
	
	
	

	
	軽トラック
	
	
	

	
	バン
	
	
	

	
	計
	
	
	

	収集車両
（許可）
	パッカー車
	
	
	

	
	平ボディ車
	
	
	

	
	ダンプ
	
	
	

	
	軽トラック
	
	
	

	
	バン
	
	
	

	
	計
	
	
	

	運搬車両
（収集）
	パッカー車
	
	
	

	
	平ボディ車
	
	
	

	
	ダンプ
	
	
	

	
	軽トラック
	
	
	

	
	バン
	
	
	

	
	計
	
	
	

	運搬車両
（中間処理）
	パッカー車
	
	
	

	
	平ボディ車
	
	
	

	
	ダンプ
	
	
	

	
	軽トラック
	
	
	

	
	バン
	
	
	

	
	計
	
	
	


※上記には、施設内のみで使用する車両は含まない。
※収集車両（委託）とは、一般廃棄物収集運搬業務委託請負者が、委託業務に使用する車両をいう。
※収集車両（許可）とは、ごみの積替えをせずに、処理施設又は直接最終処分場まで運搬する車両をいう。
なお、一般廃棄物収集運搬業務委託に使用している車両であっても、委託業務以外に使用している場合は、収集車両（委託）と重複して記入する。
※運搬車両（収集）とは、ごみを積替えて処理施設まで運搬する車両をいう。
※運搬車両（中間処理）とは、中間処理で生じた残渣等を運搬する車両をいう。
（別紙４）
	収集運搬


事業の用に供する収集運搬車両
	No
	車名
	車両番号
	車体の形状
	最大積載量
(㎏)
	備考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※自動車検査証（車検証）をご覧の上、記入してください。
（別紙５）

誓約書


























一般廃棄物処理業許可申請にあたり、上記イからルのいずれにも該当しないことを誓約いたします。なお、この誓約と事実が異なっていることが判明した場合には、許可を取り消されても異存ありません。
令和　　年　　月　　日
深川市長　　様
住　所　
氏　名　　　　　　　　　　　　　　印
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
（別紙６）
	

同　　意　　書


一般廃棄物処理業の許可申請のために、必要があるときは、深川市長が市の課税台帳などにより、私の市税の確認行為を行うことに同意します。


　　令和　　年　　月　　日



住　所


氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
 


	
上記の者に関する市税の滞納はありません。



　令和　　年　　月　　日



深川市　企画総務部

　　　　　　　　　　　　　税務財政課納税係　　　　　　　　　　　　　　　 印 





（市民生活課環境衛生係 担当）


別記様式第１３号（第15条関係）


再交付申請書

令和　　年　　月　　日

　　深川市長　　様



申請者	住所

	氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
	          (法人にあっては名称及び代表者の氏名)
	電話番号


令和　　年　　月　　日付　第　　　　　号で許可を受けた　　　　　　　　　　業の許可証を亡失（き損）したので、深川市廃棄物の処理及び清掃に関する条例施行規則第１５条第３項の規定により、再交付を願いたく次のとおり申請します。
別記様式第１４号（第16条関係）


一般廃棄物処理業の事業範囲変更許可申請書

令和　　年　　月　　日

　　深川市長　　様



申請者	住所

	氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
	          (法人にあっては名称及び代表者の氏名)
	電話番号


深川市廃棄物の処理及び清掃に関する条例施行規則第１６条の規定により、一般廃棄物処理業の事業範囲の変更の許可を受けたいので、関係書類及び図面を添えて次のとおり申請します。
	許可の年月日及び許可番号
	令和　　年　　月　　日　　第　　　　　　　号

	収集運搬業、処分業の区分
	

	一般廃棄物の種類
	

	変更の内容
	

	変更の理由
	

	変更に係る事業の用に供する
施設の種類、数量、設置場
所及び処理能力
	

	変更に係る事業の用に供する
施設の処理方式、構造及び
設備の概要
	


別記様式第１５号（第１７条関係）


廃　止
一般廃棄物処理業　　　 　 届出書
変　更


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日


深川市長　　様


届出者	住所

	氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
	          (法人にあっては名称及び代表者の氏名)
	電話番号


　      令和　　年　　月　　日付第　　　　　号で許可を受けた　　　　　　　業に係る

廃　止
以下の事項について　　　　　したので、深川市廃棄物の処理及び清掃に関する条例
変　更

施行規則第１７条第１項の規定により届け出ます。


新
旧
廃止した事業又は

変更した事項


廃止、変更の理由
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ホ　第七条の四若しくは第十四条の三の二(第十四条の六において読み替えて準用する場合を含む。以下この号において同じ。)又は浄化槽法第四十一条第二項の規定により許可を取り消され、その取消しの日から五年を経過しない者(当該許可を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法(平成五年法律第八十八号)第十五条の規定による通知があつた日前六十日以内に当該法人の役員(業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。以下この号及び第十四条第五項第二号ニにおいて同じ。)であつた者で当該取消しの日から五年を経過しないものを含む。)

ヘ　第七条の四若しくは第十四条の三の二又は浄化槽法第四十一条第二項の規定による許可の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があつた日から当該処分をする日又は処分しないことを決定する日までの間に第七条の二第三項（第十四条の二第三項及び第十四条の五第三項において読み替えて準用する場合を含む。以下この号において同じ。）の規定による一般廃棄物若しくは産業廃棄物の収集若しくは運搬若しくは処分の事業のいずれかの事業の全部の廃止の届出又は浄化槽法第三十八条第五号に該当する旨の同条の規定による届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から五年を経過しないもの。

ト　へに規定する期間内に第七条の二第三項の規定による一般廃棄物若しくは産業廃棄物の収集若しくは運搬若しくは処分の事業のいずれかの事業の全部の廃止の届出又は浄化槽法第三十八条第五号に該当する旨の同条の規定による届出があつた場合において、ヘの通知の日前六十日以内に当該届出に係る法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。）の役員若しくは政令で定める使用人であつた者又は当該届出に係る個人（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）の政令で定める使用人であつた者で、当該届出の日から五年を経過しないもの

チ　その業務に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足りる相当の理由がある者

リ　営業に関し成年者と同一の能力を有しない未成年者でその法定代理人がイからチまでのいずれかに該当するもの

ヌ　法人でその役員又は政令で定める使用人のうちにイからチまでのいずれかに該当する者のあるもの

ル　個人で政令で定める使用人のうちにイからチまでのいずれかに該当する者のあるもの 








